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沿岸域管理におけるNPOの役割とその活動のサーキットモデル

(正)敷田麻実(金沢工業大学環境システム工学科)

(学)末永 聡(北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科)

(正)木下 明(財団法人日本システム開発研究所)

1.はじめに

NPO活動は、阪神淡路大震災とナホトカ号事故に

よって社会的に認知され、現在は社会の中でも重要

な役割を演ずるようになってきている。また特定非営

利活動促進法(通称 NPO法)が1998年に施行され、

NPO活動自体が社会的な認知を受け、認証団体は2

002年6月現在約7，200団体に達している(内閣府 HP

から)。

その中で、 2001年度末までに認証を受けた6，579

NPO法人のうち27.5%が「環境の保全Jを活動分野と

し(内閣府 HPから)、環境保全分野でも NPO活動が

活発に展開していることを示している。

行政による管理が主体で、あった沿岸域でも、最近

NPOによる活動が注目されるようになり、さまざまな

成果が生まれている。しかし沿岸域での NPO活動は

陸域の環境保全を活動分野とする NPO活動に比較

すると、まだまだ十分とは言えない。そのため、 NPO

活動が、沿岸域管理になぜ必要で、どう貢献できる

か示し、必要ならば活動を支援することが重要である。

そこで本報告では、京都府伊根町、高知県柏島

(黒潮実感センター)、 JEAN(クリーンアッフo全国事

務局)など、沿岸域の環境や生態系に NPOが主体

的に関係する事例を分析し、沿岸域の NPO活動が

沿岸域管理に果たす役割について議論した。 そし

て特に、関係者がどのように NPO活動を発展させ、

またそれがなぜ可能で、あったのか、事例に共通する

要素に注目して分析した。その中でも特に、沿岸域

の利用で、問題となっている地域外からの利用者「よそ

者Jと地域との関係に注目した。

またその活動を発展させるにはどのような戦略・方

法が望ましし、か議論し、筆者らの考案するサーキット

モデルによってモデ、ル化した。

なお本稿では特に断りのない限り、 NPO法で認証

されている NPO法人であるないに関わらず、非営利

活動を NPO活動と記述した。もちろんこの場合の非
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営利とは、世古(2001)が述べるように、「対価を得な

いことではなく」、営利の配分をしないで、さらなるサ

ービスの充実に投資するとしづ意味である。

2. 沿岸域管理におけるNPO活動の役割

2. 1沿岸域管理の範囲とその主体

沿岸域管理は、 Clark(1998)や Kayand Alder (1 

999)などで定義されているように、「沿岸域の環境と

生態系の持続可能な利用を進めるための総合的プ

ランニング」である。また国連環境と開発会議の「アジ

ェンダ21Jでも、「沿岸域の統合的管理Jに言及がな

されている。沿岸域の持続可能な利用の実現のため

の解決策として、沿岸域管理が必要とされている。

このような沿岸域管理を進める際に問題となるのは、

その対象範囲と管理主体である。日本沿岸域学会の

2000年アピールで、もこの点に触れ、その中では、都

道府県程度の広域と、市町村またはその連合体の

行政区域に含まれる狭域を想定した(日本沿岸域学

会2000年アピーノレ委員会、 2000)。

この点については敷田・横内 (2002)が詳しく議論

しているが、同アピールでは、沿岸域利用の特性に

応じた管理ができる狭域の管理を、管理の基本ユニ

ットとして提案している。しかしそれは、広域の沿岸域

管理の否定ではない。規模の大きい災害のリスクや、

地域間調整などの問題に対応するには狭域では不

十分なので、広域管理も必要だが、最小ユニットで、解

決が難しい事項に限って、より広域で解決するとし、う、

補完性の原則(詳細は柳 (2001)参照)の採用である。

もちろん海岸を含めた沿岸域は国の所有だと主張

されており、所有権に基づく管理が原則であること、

海岸法をはじめとする管理法が存在し、沿岸域はす

でに管理されていることを、筆者らは認識している。

また井上 (2001)が批判するように、住民による管理

では事故や災害の時の責任は負えず、むしろ管理

への批判者としての役割を住民が担うことが良いとい



う主張もある。

確かに沿岸域でも国土保全に関する「海岸管理」

は国でないと担えないものであろう。しかしそれを当

然と考えるか、共同体で担えない大きなリスクなので、

仕方なしに国に任していると考えるかには大きな隔た

りがある。また固定し、連続した所有権による管理で

はなく、それを認めた上で、いわばその上に存在す

るような「管理」を認めてもいいのではないか。沿岸域

としづ場所は、所有権による管理で、はカバーしきれな

いほど変化に富んでいる。そのような管理を超えた存

在は、上野・毛利 (2002)が、都市の中で「しなやかな

主体」による、一時的ではあるが自律性の確立がある

と述べていることに似ている。また今回 (2001)はその

動きを、管理から「支援」への移行であると位置づけ

ている。

2. 2狭域の管理主体とNPOの役割

市町村程度の狭域の沿岸域管理では、管理主体

を行政組織とするより、 NPO法人のような主体とする

ことが、以下のような理由により必要とされる。

まず第1に、変化に富む沿岸域の環境特性と、め

まぐるしく変わる沿岸域利用の実態に応えられる、

adaptive (順応的)な管理のためには、固定した行政

組織よりも柔軟性が高い NPOが有利である。今田(1

997)は、「従来型の管理Jは秩序維持には向いてい

るが、制度の変更や新たな目標設定には適していな

い、と述べている。

第2に、管理自体が持続可能であるためには、地

域社会や経済への貢献がなければならない。沿岸域

管理の目的は、環境保全とともに、利用者の満足度

が上がることであり、それは管理だけでは実現できな

い。この点では今回 (2001)が、行政管理よりも、むし

ろ「支援」型の、全体を同一化するのではない公共性

の実現を主張している。管理しかできない行政よりも、

さまざまな活動の担い手になれる可能性が NPOに

はある。

第3に、地域社会が持つ沿岸域に関する知識や知

恵、伝統的な管理方法には現代版に「修正」すれば

立派に役立つものが少なくない。またそれは管理し

かしない行政組織よりも、さまざまな利用者が持って

いる場合が多い。そこで、利用者を管理に参加させ

る、またもっと進めて利用者から管理者を生むことが

より効果的である。
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なお、漁業に深く関わる漁業協同組合が、ある意

味では NPO活動であり、そこに管理を任せることが

沿岸域管理では現実的との主張もある。しかし、漁業

者だけが政策過程に参加できる「閉じた」沿岸域管

理主体では、レクリエーションなどが活発化し、多元

的利用になっている現代の沿岸域の管理に耐えるこ

とはできない。

以上のように、狭域の沿岸域では今後 NPOによる

管理がますます必要になってくると考えられるが、

NPOによる管理では問題も生ずる。それは近年増加

している海洋性レクレーション利用に代表される不特

定多数の地域外住民による利用が原因となるケース

である。一般的には「よそ者Jが多くなると、地域のル

ールが乱され、地域環境や資源の荒廃を招く。沿岸

域へのアクセスを全面的に受け入れれば、環境や生

態系に過度に負荷がかかり、地域社会にも悪影響を

与える可能性が高い。

しかしその一方で、管理に関して科学的、専門的

な知識が必要となる場合も多い。実際、最近注目さ

れているエコシステムマネジメントで、も、持続可能な

利用の設計のためにどうしても必要な環境のモニタリ

ングに、外部の専門家の科学的知識を必要とするこ

とが多し、(鷲谷、 2001など)。

そのため、狭い沿岸域の管理でも、地域の外部の

知識や支援を受けつつ進めていくことが理想的であ

ろう。

3. NPOによる沿岸域管理のサーキットデザイン

そこでどのように沿岸域の NPO活動をデザインす

るかが重要であるが、それを筆者らが提案するサー

キットモデ、ルによって説明したい。

サーキットモデ、ルとは、創造的な地域活動や仕組

みづくりのデザインのためのプロセスを説明したモデ

ルである。その理論的な背景に関する解説は末永・

敷田 (2002)に譲るが、それを沿岸域の NPO活動に

ついて一般化した。

モデルは「屈を開くJIネットワーク形成JI成果の発

信JIコンセプト化」の4つのプロセスと「学習」コアから

構成され、その構造は図ー1のように比較的単純であ

る。

モデルは一般的には「庖を開く」からスター卜する

(①の段階)。庖を開くとは「知識を開示するjという意



味であり、沿岸域やその管理に関する専門的・実践

的・現実的知識を、周囲の人に開示することを指す。

庖を開くのは、地域外から来る利用者や専門家であ

ることが多いが、もちろん地域内の関係者でもかまわ

ない。

図司1サーキットモデルによる地域沿岸域管理の形成過程

地域でこのような庖がいくつか開くと、その内容に

賛同した地域内の関係者によるネットワークが形成さ

れる。それが NPO活動である。そしてその活動によ

って相互の知識共有が起き、学習が進む(②から③

の段階)。そのネットワークから「形」、例えば地域の沿

岸域管理計画が生み出されるならば、関係者以外か

らもそれが見えるようになる(④の段階)。その形は具

体的な成果、例えば啓発パンフレットや報告書など、

誰もが読めて、判断できるものであることが条件にな

る。その形が見せられれば、外部の人々は NPOが作

成した内容を評価することができる。そしてそれが満

足できると判断されると、正当化し具体的なコンセプ

トになる(⑤の段階)。

このコンセプトの中核はルールとロール(役割)で

ある。つまりコンセプト化するとは、どんなことが禁じら

れており、どのような行動を促しているのかをはっきり

させることである。そのためコンセプトを理解した外部

の者は、沿岸域で自分が「何をしてはいけないのか」、

そして「何をしてほしいと期待されているのか」を学習

してNPO活動に加わる(⑥の段階)。

結果的に、沿岸域の持続可能な管理をしていると

いうコンセプトに賛同した新たな利用者の知識を加え

ながら、一段高い次のサイクルに入っていく(一段とレ

ベルの高い①に戻る)。

この仕組みによって不特定多数の利用者を特定

少数の「協力者Jや「すぐれた利用者」に変換できる。
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またそうでない不特定多数のままの利用者も、 NPO

が作成したノレーノレは利用者の知恵で作られているの

で、行政だけのものより説得力があり従う可能性が高

い。これは前述した末永・敷田 (2002)による琴引浜

の禁煙ビーチ化の実例がある。

4. NPOによるサーキットモデルの妥当性

ここで NPO活動に関してサーキットモデ、ルを適応

する妥当性に関して述べておきたい。

大沢・勝野(2001)は、 NPOが個人の思いや行動

を組織的に集約して成果に変換するマネジメントソフ

トだと述べているが、そうであれば一層、ソフトの有効

性を工夫しなければならない。 NPOだからといって、

非効率で非効果的であっていいという理由にはなら

なし、からである。

4. 1沿岸域管理の充実

NPO活動の有効性を高め、より社会や共同体に貢

献できるようにすることは、 NPO活動に共通した願い

であり、目標でもある。しかし、実際にはそれをどのよ

うに進めるのか、デザインするのかについては、明確

なノウハウはなく、それぞれの活動に携わる個人が手

探りで活動を進めていることが多い。そのような努力

の積み重ねが有効なことは否定できないし、創発的

なリーダー(李、 2001)の貢献も大きいという。

しかし営利組織の活動に比較して、 NPO活動は、

市場を通して労働力や資本を調達できない。またそ

の運営ノウハウは、大きな蓄積のある営利組織のそ

れに比較して、決して豊富とは言えない。特に日本

の NPOでは、組織に関してのノウハウの蓄積が不足

していることを渡遺(2001)が指摘している。

そこで、 NPO活動で、は資金やノウハウなどの経営

資源を外部に求めなければならないことから、ある程

度外部に依存しなければならない体質を持っている

と考えられる。河口 (2001)は NPOが持つ組織や資

源が十分ではないために、常に外部の資源を持って

いる人を捜し、その人に参加を頼む必要があると述

べている。また世古(2001)も、地域外住民である「よ

そ者Jが地域に入ってくることを否定せず、そのパワ

ーを生かすべきであると述べている。

そのため、外部からの知識やノウハウをどのように

取り入れるかが重要になる。この点では、沿岸域管理

の充実のために、外部の知識や知識を持つ関係者



を地域や NPO活動に取り込むサーキットモデ、ルは現

実的である。

これに関して、サーキットモデ、ルで、示されている内

部と外部の境界が唆昧だと指摘される可能性はある

が、営利組織の活動では、例えばレオナルド (2001)

がチャパラル・スチーノレ社の事例研究から、外部から

の知識導入について言及している。この場合には外

部とは企業の外部であり、明確な境界が存在する。ま

た菊地(1999)による大方町の砂浜美術館の事例研

究では、地域の内外の差を明確に意識している。ま

た大沢・勝野 (2001)は、雑木林保全活動を調査し、

そこで活動するフィールドの内外の差を認めている。

4. 2地域の沿岸域管理の開放

さらに外部からの取り込みには、できる限り外部に

対して地域や組織を開放する必要がある。菊地(199

9)は高知県大方町の砂浜美術館とそれに関連する

活動を分析し、砂浜美術館は地域の情報を外部へ

発信し、また外部から知識・情報・技術を持ち込む「メ

ディアjと捉えた。砂浜美術館の考え方を説明するこ

とで多くの協力者が現れる。決して「よそ者」による地

域や資源への悪影響だけではない。

このように開放性を高めるには入りやすくすること

が大切だが、上野千鶴子(1998)は、["NPOでは会

員非会員の区別ができるだけ少なく、敷居が低い方

がいい」と述べている O まさにそのとおりである。また

現代社会は、可能性の平等、つまり何らかの活動に

対して希望者を一方的に排除しないことが理想とさ

れており(佐和、 2001)、この点でも開放度の向上は

正当化される。

また金子(2000)は、土地や労働力・貨幣を共有す

る閉じた「修道院的な共同体Jではなく、基礎となる

技術や制度・ルールを共有する、新しいタイプの共

有制度を持つ共同体の出現に期待している。この共

同体が共有しているものは、技術や制度・ルール、つ

まりサーキットモデ、ルで、はツールとして造られ、コンセ

プト化されたもの、いわば「知識」である。

4. 3地域の沿岸域管理のコンセプト化

しかし開放度を高めるだけでは、外部の知識は取

り込めない。外部からの取り込みには、まず NPOに

よる地域の沿岸域管理を明確に説明しなければなら

ない。地域の環境や資源の管理に関する姿勢や方

針、サーキットモデルでは「コンセプト」と呼ばれる内
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容を外部に表出することが、外部の評価の条件だか

らである。

良い例として、湯布院では中谷がマスコミの活用

について触れ、湯布院を PRする際には「新聞に情

報を流す場合にも社会面か社説にするのが戦略jと

述べている(中谷ほか、 2001)。これは明らかに湯布

院のコンセプトを説明しようとしている行為である。

また、よくボランティアをはじめる前などに、ボラン

ティア講習会などで、活動に関する基本的なコンセ

プトを伝えるのは、サーキットモデ、ルのコンセプト化を

実行することである。つまり、新たに参加してくるボラ

ンティアたちに、ルールとロールを自覚してもらう機

会を与えている。

さらに野波 (2001)は、マスコミによって環境への配

慮が一般化されることによって、環境保全活動のマイ

ノリティが一般に受け入れられることを観察している。

これも少数派で、あった NPOが、コンセプト化によって

不特定多数に対応してゆくひとつの戦略であろう。

5. NPOによる沿岸域管理サーキットモデル事例

以上のように、沿岸域管理における NPO活動へ

のサーキットモデルの適応について述べてきたが、

以下ではその実例をあげて解説したい。

ここでは、末永・敷田(2002)があげた京都府琴引

浜の例以外の、京都府伊根町の舟屋群保全、高知

県柏島の黒潮実感センター、海岸ごみ問題に活躍

する JEANを例にあげた(表-1参照)。もちろん、一定

の沿岸域を一元的に管理している事例ばかりではな

いが、「基本的な管理と同居しながら、より沿岸域の

持続可能性を充実してゆく管理」ととらえることで、新

たな沿岸域管理の構造を導くことができる。

まず表-1の事例では、伊根の例を除いて中心とな

った人物が存在するが、これは地域おこしで「キーパ

ーソン」と呼ばれる存在に近い。もちろんこのモデ、ル

では、このキーパーソンだけが重要なのではなく、彼

らが連携することが重視されているので、あくまで連

携の中での「キー」と捉えたい。

次に、ネットワーキング、の段階では、関係者の知識

共有や体験の共有を促進する組織や機会、具体的

には友の会や研究会が発足する。これは、地域の沿

岸域管理を助けようとしづ関係ではなく、協働で、あっ

たり、対等な協力である。河村(2002)が分析したよう



に、同情より共感を重視したアプローチであり、充実

した関係を造るためにコミュニケーションが行われて

いる。

また、このようなネットワークが形成される際には、

次のステップで、ある「学習Jが鍵になる。しかし単なる

学習ではなく、ツールを作成し、それを使って外部へ

発信することが意識的に進められるかどうかがポイン

トである。

さらにこのようなネットワークの参加者は、全く別の

意識を持っているのではない。金子(2002)がリナック

スに関する分析で述べているように、「共通した体験

(リナックスの場合にはユニックスで、の体験を参加者

が共有している)Jを持つからこそ可能になる。沿岸

域では、それが海で、のさまざまな体験であったり、海

に関する感覚の共有で、あったりすると思われる。

もっともこのようなボランタリーなネットワークはある

面では脆弱である。行政や企業が持つ強固な組織も

ない。ではそれを維持する仕組みは何か。筆者らは

それが「贈与経済」であると考えている。例えば、事

例の柏島にあるような友の会は、参加したことで直接

的な便益は得られない。しかしその中に入ることでさ

まざまな情報を得られたり、会員同士が新たな関係

性を形成することによって、不定形ではあるが「メリッ

ト」が得られているのではないか。金子(2002)は、指

揮者のいないオーケストラ、オルフェウスの例で、こ

のような結びつきを論じている。

沿岸域管理は、ある意味で収益を上げにくし、「管

理システム」であるが、システムを維持するには、シス

テムで収益を上げその維持に回す必要がある(平田、

2002)。また地域経済の中で生活する地域住民から

の、「飯が食えるかJとし、う問いに答えられない限り、

景観学や環境学は住民には認められない(五十嵐、

2002)ことは現実的な課題である。それを支える仕組

みは、今後も研究が必要であり、これが NPOによる

狭域の沿岸域管理成功の条件となろう。

ネットワーキングは学習によって次のステップへ進

むが、沿岸域管理に関しての具体的な形が形成され

る必要がある。それは関係者それぞれの主観的な思

いを、説得力を持つ客観的な形に変換することであ

る。いずれの例でもメディアや広報手段を用いて、わ

かりやすく、明確なメッセージを形成している。これは

菊地(1999)が砂浜博物館を発信のためのメディアと

捉えていることと同じである。つまりコンセプト化に成

功すると、外部から新たな参加者が加入する。高知

県柏島では、来訪していたダイパーが、黒潮実感セ

ンターの活動に共感し、センターの職員に加わって

いる。 JEANでもそのスタッフはコンセプト化したもの

に共感して活動に参加している。

表-1 沿岸域にかかわる NPOのサーキットモデル

Phase/core 知識に関する行動 京都府伊根町の舟屋群保全
高知県大月町柏島 JEAN 
(黒潮実感センター) (クリーンアップ全国事務局)

Phase 1 Opening store 
か-知り面や軍すt形い式言知葉Jにを変よ検りしわて|観光客や 問、の指摘 神ルド田兼優調氏査が地相に島選をぶタイピンタフィ I小アッ島プあ運ず動さを氏開が始19す90る年にクリ ン

開示する

を-開ネ示ッしトたワ知ー識ク内{形で式共知有す} 屋「舟保屋存群の保あ存り検方討、海委岸員侵会食」設対立策、等舟由高先知生大やボ学ラ関ン係テ者ィ、ア地と域ののネ小ット学ワ校ーのク
The Ocean ConselVancy (オシャ

ン・コンサーバンシ一、!関C元M係GC者)eとnとtののer連連fo鎖r 
-開示自さられのた周知辺識知を識活と用し 協議される ヵtできる Marine conservation 

Phase 2 Networking 
て、 結合『伊根j甫舟屋群等保存研究会」設立 友の会の発足と充実 各地のクリーンアップ関
させる 携

知-開識示をさ相れ互た作知用識さとせ自て新らたの
海岸ごみ研究者との連携

な知識を創造する

発得信々のなた知め議のをツ活ー用ルをし作て成、
舟屋の重要性の確認、舟屋の価値 柏島の自然環境や沿岸域のすばら 海岸ごみ問題や関連する環境問題

Learning の再認識が地域住民や関係者間で しさの再確認 への認識の漂まり
Core する. 進む

(ツールの作成)
す-創い造言し葉たに知変識検をすわるかりや

さ-内れ部るの知識が外部に普及「定伊栂町舟屋景観維持保全計画』策 土佐の海の環境学シンポジウム』 年10回発行の rJ EAN通
開催など 信JPhase 3 Presentation 会報『ふなや』の発行 神田優氏が講演し、マスコミに露出 活動報告書

『舟屋シンポジウム』の開催
マスコミによる小島あずさ氏

る-発信(外さ部れ)た知識を評価す|度「重(要伝統的が建選造定物)適群用保存地区」制
文化庁

黒潮、そ実の感核セはン「空皇ーとしてコンセプト
化、 海』の概念

海岸料美対化策からとコ海ン岸セごプみト対が策究、』みの
原 へ 充実する

Phase 4 Conceptualization 保全指針や条例の検討 国連環境計画(UNEP)からJEANの
クリーンアップ活動が公式に認めら
れる

コ形ン式セ知プ)トを化共さ有れすたる知識 伊根版重伝建にむけた地域住民の |テ神ィ田ア優が氏(特の意志に賛同したボラン コンくセるブトlこ賛同したス9ッフが参加
Leaming 学習 に柏島に通っていたダイ して

Core (ルールとロール -自 bのコ持ンつセ知プ識卜をの棚内卸容にし パーからも)、柏島の黒潮実感セン 各地で海岸ごみ問題対策の運動が
して、 1Hこ参加してくる 広がる

の自覚) 則した知識を探す(外部の
質問者)

注)r知識に関する行動」は末永・敷田 (2002)から引用
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最後にこのような活動の評価について述べたい。

非営利である NPO活動は、企業経営体のように、出

資金や資本の増加、また資産・内部留保の拡大によ

って、その優劣を評価されるのではなく、別の基準が

当てはめられなければならない。しかし河口 (2001)

は NPOの業績評価が進まない理由として、「利益」

に変わる尺度がないことをあげている。それに評価、

特に自己評価は、 NPO活動や NPO組織を今後ど

のようにマネジメントしていくかということと深い関わり

を持ち(ドラッカー・スターン、 2000)、NPO活動にと

っては避けて通れない課題であろう。

この点について筆者らは、サーキットモデ、ルのそれ

ぞ、れのフェーズの充実、つまり結果だけではない、そ

れぞれのステップ。の総和による評価を提案したい。そ

れは、サーキットモデルによって形成された沿岸域管

理が、どれだけのノウハウや知識を創り出したかで計

ることができる。 NPO活動の評価はどれだけ知識を

蓄積したかが評価基準となるべきであろう(中谷ほか、

2001)。それに加えて、蓄積した知識をし、かに活用し

て、そこからさらに知識を創造したかが問われなけれ

ばならない。

6.結論

以上に述べてきたように、狭域の沿岸域の管理を

NPOが自律的に行うことを想定し、そのためのサー

キットモデ、ルを提案した。またそのモデ、ルが現実に存

在し、各地の事例にあてはめることができることを示

した。それぞれの例の詳細な報告は稿を改めて行い

たいが、サーキットモデ、ルで、示したような事例は日本

の沿岸域には多く認められると筆者らは考えている。
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